
一般社団法人全国銀行資金決済ネットワーク 2024年度決算報告

貸借対照表

 2025年3月31日現在
(単位:円)

科 目 当 年 度 前 年 度 増 減

Ⅰ 資産の部

1.流動資産

現金預金  332,773,599  130,973,709  201,799,890 

未収金  0  1 △1

前払金  2,450,863  2,529,500 △78,637

流動資産合計  335,224,462  133,503,210  201,721,252 

2.固定資産

(1)特定資産

運営経費積立資産  65,158,000  65,158,000  0 

基金対応資産  500,000,000  500,000,000  0 

特定資産合計  565,158,000  565,158,000  0 

(2)その他固定資産

建物  5,650,420  1,672,660  3,977,760 

 建物減価償却累計額（△） △762,827 △478,225 △284,602

 什器備品 22,422,515 11,400,385 11,022,130

 什器備品減価償却累計額（△） △7,989,035 △6,361,018 △1,628,017

ソフトウェア 3,555,001 4,815,001 △1,260,000

 その他固定資産合計  22,876,074  11,048,803  11,827,271 

 固定資産合計  588,034,074  576,206,803  11,827,271 

資産合計  923,258,536  709,710,013  213,548,523 

Ⅱ 負債の部

1.流動負債

 未払金  55,876,199  29,545,873  26,330,326 

リース債務  1,282,411  0  1,282,411 

未払法人税等  70,000  70,000  0 

未払消費税等  31,486,600  612,500  30,874,100 

預り金  21  0  21 

 流動負債合計  88,715,231  30,228,373  58,486,858 

2.固定負債

リース債務  6,166,756  0  6,166,756 

移転工事費引当金  23,332,184  15,840,073  7,492,111 

 固定負債合計  29,498,940  15,840,073  13,658,867 

負債合計  118,214,171  46,068,446  72,145,725 

Ⅲ 正味財産の部

1.基金  500,000,000  500,000,000  0 

 （うち、特定資産への充当額） (500,000,000) (500,000,000) (0)

2.指定正味財産  0  0  0 

3.一般正味財産  305,044,365  163,641,567  141,402,798 

 （うち、特定資産への充当額） (65,158,000) (65,158,000) (0)

 正味財産合計  805,044,365  663,641,567  141,402,798 

 負債及び正味財産合計  923,258,536  709,710,013  213,548,523 



正味財産増減計算書

2024年4月1日から2025年3月31日まで
(単位:円)

科 目 当 年 度 前 年 度 増 減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

 1.経常増減の部

  (1)経常収益

     受取会費  843,292,000  540,477,000  302,815,000 

     （経費分担金） (843,292,000) (540,477,000) (302,815,000)

      運営経費分担金  843,292,000  540,477,000  302,815,000 

 特定資産運用益  8,492  10,347  △1,855 

特定資産受取利息  8,492  10,347  △1,855 

 雑収入  201,524  438,225  △236,701 

     （雑収入） (201,524) (438,225) (△236,701)

受取利息  0  354  △354 

雑収入  201,524  437,871  △236,347 

 経常収益計  843,502,016  540,925,572  302,576,444 

  (2)経常費用

     事業費  541,227,074  430,585,342  110,641,732 

     （人件費） (363,996,931) (212,781,485) (151,215,446)

給料手当  348,592,979  201,094,268  147,498,711 

退職給付費用  15,403,952  11,687,217  3,716,735 

     （広報費） (1,814,000) (83,457,600) (△81,643,600)

広報費  1,814,000  83,457,600  △81,643,600 

     （会費会議費） (1,709,640) (1,565,028) (144,612)

会費  480,000  480,000  0 

会議費  1,229,640  1,085,028  144,612 

     （物件費） (68,457,886) (59,048,776) (9,409,110)

旅費交通費  1,801,587  1,690,628  110,959 

通信運搬費  39,397,492  39,373,723  23,769 

印刷製本費  1,769,756  1,726,486  43,270 

消耗品費  636,589  553,837  82,752 

図書費  328,005  328,765  △760 

委託費  10,421,200  10,543,200  △122,000 

賃借料  2,684,115  3,160,840  △476,725 

修繕費  48,625  149,225  △100,600 

減価償却費  2,618,406  995,406  1,623,000 

ソフトウェア償却費  1,260,000  526,666  733,334 

移転工事費引当金繰入額  7,492,111  0  7,492,111 

     （租税公課・雑費） (105,248,617) (73,732,453) (31,516,164)

租税公課  14,400  25,800  △11,400 

諸謝金  96,584,353  64,525,667  32,058,686 

雑費  8,649,864  9,180,986  △531,122 

     管理費  226,061,035  231,541,525  △5,480,490 

     （人件費） (140,910,976) (143,624,119) (△2,713,143)

給料手当  135,974,191  135,348,367  625,824 

退職給付費用  4,936,785  8,275,752  △3,338,967 

     （広報費） (2,497,738) (2,414,200) (83,538)

広報費  2,497,738  2,414,200  83,538 

     （物件費） (61,376,426) (69,530,220) (△8,153,794)



旅費交通費  15,250  20,605  △5,355 

通信運搬費  11,113,348  9,267,678  1,845,670 

印刷製本費  108,700  115,200  △6,500 

消耗品費  8,518,130  1,790,013  6,728,117 

図書費  0  7,900  △7,900 

委託費  8,653,831  9,027,251  △373,420 

賃借料  26,143,121  44,425,419  △18,282,298 

修繕費  6,739,598  4,801,358  1,938,240 

水道光熱費  84,448  74,796  9,652 

     （租税公課・雑費） (21,275,895) (15,972,986) (5,302,909)

租税公課  2,986,163  212,782  2,773,381 

研修費  762,498  158,691  603,807 

諸謝金  10,155,000  10,155,000  0 

支払利息  204,167  0  204,167 

雑費  7,168,067  5,446,513  1,721,554 

   経常費用計  767,288,109  662,126,867  105,161,242 

   当期経常増減額  76,213,907  △121,201,295  197,415,202 

 2.経常外増減の部

  (1)経常外収益

     受取損害賠償金  65,258,891  0  65,258,891 

      受取損害賠償金  65,258,891  0  65,258,891 

   経常外収益計  65,258,891  0  65,258,891 

  (2)経常外費用

   経常外費用計  0  0  0 

   当期経常外増減額  65,258,891  0  65,258,891 

   税引前当期一般正味財産増減額  141,472,798  △121,201,295  262,674,093 

 法人税、住民税及び事業税  70,000  70,000  0 

 当期一般正味財産増減額  141,402,798  △121,271,295  262,674,093 

 一般正味財産期首残高  163,641,567  284,912,862  △121,271,295 

 一般正味財産期末残高  305,044,365  163,641,567  141,402,798 

Ⅱ 指定正味財産増減の部

 当期指定正味財産増減額  0  0  0 

 指定正味財産期首残高  0  0  0 

 指定正味財産期末残高  0  0  0 

Ⅲ 基金増減の部

 当期基金増減額  0  0  0 

 基金期首残高  500,000,000  500,000,000  0 

 基金期末残高  500,000,000  500,000,000  0 

Ⅳ 正味財産期末残高

 正味財産期末残高  805,044,365  663,641,567  141,402,798 

科 目 当 年 度 前 年 度 増 減



 

財務諸表に対する注記 

 

１．重要な会計方針 

(1) 固定資産の減価償却の方法 

① 建物、構築物および什器備品 

定率法によっている。ただし、2016 年４月１日以降に取得した建物付属設備およ

び構築物については定額法によっている。 

② ソフトウェア 

定額法によっている。 

③ リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

(2）引当金の計上基準 

 ○ 移転工事費引当金 

    現用の全銀センターにおいて、2019年 11月に稼動した第７次全銀システムの契約

終了時（2027年 11月予定）に行う撤去等工事に要する費用の見込み額にもとづいて

算定を行っている。 

(3) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっている。 

 

 

２．特定資産の増減額およびその残高 

特定資産の増減額およびその残高は、次のとおりである。 

                                                                        （単位：円） 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

特定資産 

 運営経費積立資産 65,158,000 0 0 65,158,000

 基金対応資産 500,000,000 0 0 500,000,000

合  計 565,158,000 0 0 565,158,000

 

 

３．特定資産の財源等の内訳 

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

                                                                        （単位：円） 

科  目 当期末残高 
（うち基金か

らの充当額） 

（うち一般正

味財産からの

充当額） 

（うち負債に

対応する額） 

特定資産 

 運営経費積立資産 65,158,000          ― 65,158,000         ― 

 基金対応資産 500,000,000 500,000,000          ―         ― 

合  計 565,158,000 500,000,000 65,158,000         ―

 

 

 



 

４．担保として預かっている現金・有価証券等 

内国為替制度にもとづく担保として、制度の加盟銀行から、現金 967,432,281,000 円

を預かっているほか、有価証券等 9,591,956,790,256円（期末日における時価評価額）

を預かっている。 

 

 

５．基金の増減額およびその残高 

基金の増減額およびその残高は、次のとおりである。 

                                                                        （単位：円） 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基 金 

 基 金 500,000,000 0 0 500,000,000 

合  計 500,000,000 0 0 500,000,000

 

 

６．リース取引関係 

(1) ファイナンス・リース取引（所有権移転外ファイナンス・リース取引） 

リース資産の内容は什器備品であり、その価額は、貸借対照表においてその資産の

属する科目に含めて計上している。 

(2) オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のものに係る未経過リース料該当

の取引はない。 

 

以  上 


